
　

登録番号

福島市長 令和 ５ 年 月 日
貴市が発注する建設工事にかかる競争入札に参加したいので、指定の書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。
なお、申請者及び受任者が地方自治法施行令第１６７条の４第１項（同令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。）に該当するものでないこと
並びにこの申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

商号又は名称（フリガナ）

商号又は名称

郵便番号

所在地

代表者役職（個人の場合不要）

代表者氏名（フリガナ） 全角カナ

代表者氏名

私は、次の者を代理人と定め、下記のとおり権限を委任します。
委任期間　令和６年４月１日から令和７年３月３１日
委任事項　１　入札及び見積に関する事項 ５　その他契約締結に関する事項
　　　　　２　契約の締結、変更及び解除に関する事項 ６　共同企業体の結成に関する事項
　　　　　３　代金の請求及び受領に関する事項　 ７　前記各号に関する復代理人選任に関する事項
　　　　　４　契約保証に関する事項

商号又は名称（フリガナ）

商号又は名称

郵便番号

所在地

代表者役職（個人の場合不要）

代表者氏名（カナ） 全角カナ

代表者氏名

商号又は名称（フリガナ）

商号又は名称

所在地

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

担当者名（フリガナ） 全角カナ

担当者名

所属名

電話番号 ハイフン(-)含む

※委任ありの場合、別紙使用印鑑届（兼
委任届）提出必須。

メールアドレス

３ 連絡先として登録す
る事業所

・本店(本社）と契約する
場合は記載不要
※委任先となる支店・営
業所等は建設業法の許可
が必要です

電話番号

メールアドレス

ＦＡＸ番号

ハイフン（-）無しで記入。

ハイフン(-)含む

株式会社→（株）で記入。　※20文字まで

全角カナ

申請書作成者
※必須事項

・本店(本社）及び受任さ
れた支店・営業所以外に
事業所を置き連絡先とし
て登録する場合

ハイフン(-)含む

ハイフン(-)含む

様式第１-１-１号

 建設工事入札参加資格審査申請書（兼入力表）

株式会社→（株）で記入

電話番号

株式会社→（株）で記入

全角カナ

１申請者
（本店（本社））

２ 受任者
（契約を締結する支
店・営業所）

委任なし　・　委任あり　（選択してください）

ハイフン（-）無しで記入。

ハイフン(-)含む

T

登録あり
登録なし
申 請 中

登録番号

登録状況
（選択）

全角カナ

ハイフン(-)含むＦＡＸ番号

ハイフン(-)含む

適格請求書発行事業者（インボイス）記入欄

受付印



記入上の注意

１ 申請者（本店(本社））

　　（１）「郵便番号」欄は、必ず７桁の番号を記入してください。

　　（２）「所在地」欄は、建設業法上の主たる営業所の住所を都道府県から記入し、「一丁目３番１号」等と記入し、「１－（ハイフン）３－１」等と略しては記載しないでください。

　　　　　なお、主たる営業所の住所と登記上の住所が異なる場合（　）にて記載ください。

　　（３）「商号又は名称のフリガナ」欄は、カタカナで記入し、カブシキガイシャ等の法人の組織名は省略してください。

　　（４）「商号又は名称」欄の法人の組織名の表現は、次の略号を使用してください。

株式会社＝（株）、有限会社＝（有）、合資会社＝（資）、公益社団法人＝（公社）、公益財団法人＝（公財）、一般社団法人＝（一社）、一般財団法人＝（一財）

　　（５）「代表者職氏名」欄のうち（役職）欄は、契約書や見積書などで通常使用している役職名を正確に記入してください。また、（氏名）欄は姓と名の間を１文字あけてください。

　　　　　登録が違う場合、契約や支払いが出来なくなる場合がありますのでご注意ください。

　　　　　(例）「代表取締役社長」「取締役社長」など

　　（６）代表者の氏名等で外字を使用されている方で、第２水準漢字に置き換えられる場合は、当該文字で記入をお願いいたします。

　　（７）「電話番号」及び「ＦＡＸ番号」欄は、市外局番、局番、番号をそれぞれ「－（ハイフン）」で区切りを入れてください。

　　（８） 本店（本社）以外と契約を締結する委任行為がある場合の委任期間は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までです。

　　（９）「申請書作成者（代行者含む。）」欄は、所属名、担当者名、直通電話番号を記入してください。

　　　　　なお、行政書士が作成した場合は、所属名に当該行政書士の氏名を「行政書士」の職名を付して記載してください。

２ 本店（本社）以外と契約を締結する支店・営業所　※本店（本社）と契約する場合は記載不要です。

　　    上記申請書（本店（本社））の記入上の注意を参考に記入してください。

３ 本店（本社）及び受任された支店・営業所以外の連絡先事業所の登録について

　　　（例）「本社」の所在地は東京、受任者「支店」の所在地は仙台市で、福島市内に置く「営業所」を連絡先事業所として登録する場合です。



様式第１-１-３号
　 　

第 号 第 号

　
　

年 月 日

　

５ 資格審査を希望する工種の平均完成工事高記入欄 ６ 希望順位調べ

0 1

0 2

0 3

年度

石と 防塗板 ガ

令和

3

例
１

文字数

0

2

文字数

0

文字数

0

文字数

20

希望
順位

工種番号

得意とする施工方法・工法等

一般 年度

タ管電屋 鋼

特定

（Ｗ）

3

一般：１、特定：２　と記入

※該当部分を選択

２　建設業許可業種

１　申請時建設業許可番号

左大建土

知事　・　大臣

申込
○で囲

む
希　望　工　種

３　経営規模・経営状況等 経営審査基準日

平均完成工事高
（千円）

平均元請完成工事高
（千円）

自己資本額
及び利益額評点

6 鋼橋上部 工事

5 暖冷房 衛生設備 工事

4 電気設備 工事

3 建築工事

（工事種別のうち得意とする希望工種等につ
いて、具体的に３０字以内で記入ください。）

2 舗装工事

1 一般土木 工事

SRC造、免震工法、制振工
法、耐震補強工

建築工事

9 塗装工事
1

8 しゅんせつ工事

7 ＰＣ橋上部 工事

12 清掃施設 工事

11

しゅ舗筋

その他
技術者数

監理
補佐数

２級
技術者数

10

16 造園工事

15 通信設備 工事

加入の有無

機

基幹
技能者数

（Ｙ）
その他の審査項目
（社会性等）評点

園通絶

４　建設業退職金共済制度　※該当部分を選択

有 　・　 無

希望工種

解清消水内 具井

20 水道施設 工事

経営状況評点（Ｘ２）

18 グラウト 工事

17

下水道 工事

機械設備 工事

13 消雪工事　

法面処理 工事

14

１級技術者数

講習受講者数

さく井工事



１ 申請時建設業許可番号について

（１）「知事・大臣」欄及び「一般・特定」欄は、該当する方を選択してください。

（２）「年度」欄は最新許可年度を、「第□□□□□号」欄は許可番号を記入してください。

２ 建設業許可業種について

３ 経営規模・経営状況等について

４ 建設業退職金共済制度について

５ 希望工種別平均完成工事高等について

(2)申込を希望していない工種については記載しないでください。

６ 希望順位調べについて

(1)工事の希望工種のうち主力となる工種について優先順位をつけて１位から３位まで記入してください。

    （注：希望工種が複数ある場合に優先順位をつけて３工種まで記入していただくもので、希望工種を３工種に制限するものではありません。）

(2)得意とする施工方法・工法等については具体的に３０字以内で記入してください。

屋根工事業（屋） 舗装工事業（舗） 内装仕上工事業（内）

（１）審査基準日時点で許可を受けている建設業の許可を下表の工事種別毎、一般建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（　）内に
示された略号の欄に記入してください。

建具工事業（具）

左官工事業（左） ﾀｲﾙ・れんが･ﾌﾞﾛｯｸ工事業(ﾀ) ガラス工事業（ガ） 電気通信工事業（通） 清掃施設工事業（清）

(1)申込を希望する工種の申込欄の数字を○で囲み、平均完成工事高及び平均元請完成工事高は、「完成工事高集計表」（様式第１－１０－１号）・「元請完成
工事高集計表」（様式第１－１０－２号）の縦欄合計から転記してください。　※エクセル入力の場合は様式1-10-1、1-10-2から自動で転記されます。

(3)技術者数は、「総合評定値通知書」や「技術者経歴書」（様式第１－４号）をもとに人数を記載してください。なお、同一人が複数の工事種別の技術者要件
を満たす場合は、２工種まで技術者として記載できます。よって、各技術者数の合計は経営事項審査における技術者数の２倍以内の数となります。

とび・土工事業（と） 鋼構造物工事業（鋼） 塗装工事業（塗） 造園工事業（園） 解体工事業（解）

石工事業（石） 鉄筋工事業（筋） 防水工事業（防）

（１）経営審査基準日及び自己資本額、利益額評点（Ｘ２）、経営状況評点（Ｙ）、及びその他の審査項目（社会性等）評点（Ｗ）については、有効期間内の
「総合評定値通知書」から転記してください。

（１）建設業退職金共済制度については、該当部分に○を付けてください。なお、加入しているが「総合評定値通知書」では加入「無」と表示されている方は、
加入証明書の写しを付けてください。

さく井工事業（井）

建築工事業（建） 電気工事業（電） しゅんせつ工事業（しゅ） 機械器具設置工事業（機） 水道施設工事業（水）

土木工事業（土）

大工工事業（大） 管工事業（管） 板金工事業（板） 熱絶縁工事業（絶） 消防施設工事業（消）



様式第１－１０－１号 平均 ） ２年 ３年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 20

※経営事項審査の２年平均又は３年平均の選択に合わせること。２年平均＝（①+②）×１/２ 又は ３年平均＝（①+②+③）×１/３
※経営事項審査の２年平均の場合、この表に併せて、完成工事高集計表①（前１年決算分）及び完成工事高集計表②（前２年決算分）を記載し提出すること。
※【横欄】　この表における経審工事種類の合計と経営事項審査における総合評定値通知書の完成工事高２年平均又は３年平均が一致すること。
※【縦欄】　この表における希望工種の合計と建設工事入札参加資格審査申請書様式１-１-３号(希望工種申込書）の希望工種に平均完成工事高が一致すること

２年・３年
↓選択

完成工事高集計表（経営事項審査の選択：

合計

電気通信 工事

造園工事

さく井工事

建具工事

しゅんせつ 工事

板金工事

水道施設 工事

消防施設 工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上 工事

機械器具 設置工事

熱絶縁工事

大工工事

管工事

タイル工事

鋼構造物 工事

鉄筋工事

舗装工事

単位：千円

入札参加
希望工種

【申請外】一 般 土 木
工 事

舗 装 工 事 建 築 工 事
電 気 設 備
工 事

暖 冷 房
衛 生 設 備
工 事

合　計
Ｐ Ｃ 橋 上 部
工 事

し ゅ ん せ
つ 工 事

塗 装 工 事
法 面 処 理
工 事

下 水 道
工 事

清 掃 施 設
工 事

水 道 施 設
工 事

造 園 工 事
鋼 橋 上 部
工 事

工事種類

消 雪 工 事

左官工事

とび・土工工事

石工事

屋根工事

電気工事

経審

土木一式工事

建築一式工事

清掃施設 工事

解体工事

通信設備
工事

15

機械設備
工事

14 1817

グラウト
工事

さく井工事



　　　　様式１－１０－１号　内訳①

決算期 年 月 ～ 年 月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 20

※この表における入札参加希望工種の合計と決算年度が対応する工事経歴書(様式第１-３号）の希望工種の合計額が一致すること
(１)　この表は、各営業年度の工事経歴書から記入例Ｐ５の「経審工事種類と入札参加申込業種の対応表」に対応するよう決算年度ごとに作成してください。
(２)　経営事項審査の選択（２年平均又は３年平均）に合わせ作成するものとし、２年平均の場合、完成工事高集計表①（前１年決算分）及び完成工事高集計表②（前２年決算分）作成してください。
　 　 また、３年平均の場合、完成工事高集計表①（前１年決算分）、完成工事高集計表②（前２年決算分）及び完成工事高集計表③（前３年決算分）作成してください。

単位：千円

【申請外】

完成工事高集計表①（前１年決算分）

塗 装 工 事
法 面 処 理
工 事

下 水 道
工 事

清 掃 施 設
工 事

通信設備
工事

水 道 施 設
工 事

合　計
グラウト
工事

18

さく井工事

17

合計

機械器具 設置工事

熱絶縁工事

電気通信 工事

造園工事

さく井工事

建具工事

しゅんせつ 工事

板金工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上 工事

水道施設 工事

消防施設 工事

清掃施設 工事

解体工事

電気工事

管工事

タイル工事

鋼構造物 工事

鉄筋工事

舗装工事

建築一式工事

大工工事

左官工事

とび・土工工事

石工事

屋根工事

土木一式工事

造 園 工 事
一 般 土 木
工 事

舗 装 工 事 建 築 工 事
電 気 設 備
工 事

消 雪 工 事

入札参
加

希望工
経審

工事種類

暖 冷 房
衛 生 設 備
工 事

鋼 橋 上 部
工 事

Ｐ Ｃ 橋 上 部
工 事

し ゅ ん せ
つ 工 事

機械設備
工事

1514



　　　　様式１－１０－１号　内訳②

決算期 年 月 ～ 年 月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 20

※この表における入札参加希望工種の合計と決算年度が対応する工事経歴書(様式第１-３号）の希望工種の合計額が一致すること
(１)　この表は、各営業年度の工事経歴書から記入例Ｐ５の「経審工事種類と入札参加申込業種の対応表」に対応するよう決算年度ごとに作成してください。
(２)　経営事項審査の選択（２年平均又は３年平均）に合わせ作成するものとし、２年平均の場合、完成工事高集計表①（前１年決算分）及び完成工事高集計表②（前２年決算分）作成してください。
　 　 また、３年平均の場合、完成工事高集計表①（前１年決算分）、完成工事高集計表②（前２年決算分）及び完成工事高集計表③（前３年決算分）作成してください。

合計

建具工事

水道施設 工事

消防施設 工事

清掃施設 工事

完成工事高集計表②（前２年決算分）

解体工事

造園工事

さく井工事

塗装工事

防水工事

内装仕上 工事

機械器具 設置工事

熱絶縁工事

電気通信 工事

鋼構造物 工事

鉄筋工事

舗装工事

しゅんせつ 工事

板金工事

ガラス工事

とび・土工工事

石工事

屋根工事

電気工事

管工事

タイル工事

土木一式工事

建築一式工事

大工工事

左官工事

合　計
通信設備
工事

さく井工事
グラウト
工事

塗 装 工 事
法 面 処 理
工 事

下 水 道
工 事

清 掃 施 設
工 事

消 雪 工 事
機械設備
工事

単位：千円
入札参

加
希望工 【申請外】一 般 土 木

工 事
舗 装 工 事 建 築 工 事

電 気 設 備
工 事

暖 冷 房
衛 生 設 備
工 事

鋼 橋 上 部
工 事

Ｐ Ｃ 橋 上 部
工 事

し ゅ ん せ
つ 工 事

14 15 17 18

造 園 工 事
水 道 施 設
工 事

経審

工事種類



　　　　様式１－１０－１号　内訳③

決算期 年 月 ～ 年 月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 20

※この表における入札参加希望工種の合計と決算年度が対応する工事経歴書(様式第１-３号）の希望工種の合計額が一致すること
(１)　この表は、各営業年度の工事経歴書から記入例Ｐ５の「経審工事種類と入札参加申込業種の対応表」に対応するよう決算年度ごとに作成してください。
(２)　経営事項審査の選択（２年平均又は３年平均）に合わせ作成するものとし、２年平均の場合、完成工事高集計表①（前１年決算分）及び完成工事高集計表②（前２年決算分）作成してください。
　 　 また、３年平均の場合、完成工事高集計表①（前１年決算分）、完成工事高集計表②（前２年決算分）及び完成工事高集計表③（前３年決算分）作成してください。

経審

工事種類

土木一式工事

入札参
加

希望工

完成工事高集計表③（前３年決算分）

合計

解体工事

電気通信 工事

さく井工事

建具工事

しゅんせつ 工事

板金工事

水道施設 工事

消防施設 工事

清掃施設 工事

機械器具 設置工事

熱絶縁工事

造園工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上 工事

電気工事

管工事

タイル工事

鋼構造物 工事

鉄筋工事

舗装工事

建築一式工事

大工工事

左官工事

とび・土工工事

石工事

屋根工事

単位：千円

【申請外】

18

グラウト
工事

水 道 施 設
工 事

合　計
一 般 土 木
工 事

舗 装 工 事 建 築 工 事
電 気 設 備
工 事

暖 冷 房
衛 生 設 備
工 事

造 園 工 事

14 15 17

機械設備
工事

通信設備
工事

さく井工事
清 掃 施 設
工 事

消 雪 工 事
鋼 橋 上 部
工 事

Ｐ Ｃ 橋 上 部
工 事

し ゅ ん せ
つ 工 事

塗 装 工 事
法 面 処 理
工 事

下 水 道
工 事



様式第１－１０－２号 平均 ） ２年 ３年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 20

※経営事項審査の２年平均又は３年平均の選択に合わせること。２年平均＝（①+②）×１/２ 又は ３年平均＝（①+②+③）×１/３
※経営事項審査の２年平均の場合、この表に併せて、完成工事高集計表①（前１年決算分）及び完成工事高集計表②（前２年決算分）を記載し提出すること。
※【横欄】　この表における経審工事種類の合計と経営事項審査における総合評定値通知書の完成工事高２年平均又は３年平均が一致すること。
※【縦欄】　この表における希望工種の合計と建設工事入札参加資格審査申請書様式１-１-３号(希望工種申込書）の希望工種に平均完成工事高が一致すること

グラウト
工事

水 道 施 設
工 事

合　計塗 装 工 事
法 面 処 理
工 事

下 水 道
工 事

清 掃 施 設
工 事

消 雪 工 事
機械設備
工事

単位：千円

14 15 17 18

【申請外】電 気 設 備
工 事

暖 冷 房
衛 生 設 備
工 事

鋼 橋 上 部
工 事

Ｐ Ｃ 橋 上 部
工 事

し ゅ ん せ
つ 工 事

元請完成工事高集計表（経営事項審査の選択： ２年・３年

建築一式工事

経審

工事種類

土木一式工事

通信設備
工事

造 園 工 事 さく井工事建 築 工 事

入札参加
希望工種

一 般 土 木
工 事

舗 装 工 事

大工工事

左官工事

とび・土工工事

石工事

屋根工事

電気工事

管工事

タイル工事

鋼構造物 工事

鉄筋工事

舗装工事

しゅんせつ 工事

板金工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上 工事

機械器具 設置工事

熱絶縁工事

電気通信 工事

造園工事

さく井工事

建具工事

水道施設 工事

消防施設 工事

清掃施設 工事

解体工事

合計



　　　　様式１－１０－１号　内訳①

決算期 年 月 ～ 年 月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 20

※この表における入札参加希望工種の合計と決算年度が対応する工事経歴書(様式第１-３号）の希望工種の合計額が一致すること
(１)　この表は、各営業年度の工事経歴書から記入例Ｐ５の「経審工事種類と入札参加申込業種の対応表」に対応するよう決算年度ごとに作成してください。
(２)　経営事項審査の選択（２年平均又は３年平均）に合わせ作成するものとし、２年平均の場合、完成工事高集計表①（前１年決算分）及び完成工事高集計表②（前２年決算分）作成してください。
　 　 また、３年平均の場合、完成工事高集計表①（前１年決算分）、完成工事高集計表②（前２年決算分）及び完成工事高集計表③（前３年決算分）作成してください。

単位：千円
入札参

加
希望工

14 15 17 18

一 般 土 木
工 事

舗 装 工 事 建 築 工 事
電 気 設 備
工 事

水 道 施 設
工 事

合　計
【申請外】Ｐ Ｃ 橋 上 部

工 事
し ゅ ん せ
つ 工 事

塗 装 工 事

元請完成工事高集計表①（前１年決算分）

経審

工事種類

土木一式工事

暖 冷 房
衛 生 設 備
工 事

鋼 橋 上 部
工 事

清 掃 施 設
工 事

消 雪 工 事
機械設備
工事

通信設備
工事

造 園 工 事 さく井工事
グラウト
工事

法 面 処 理
工 事

下 水 道
工 事

建築一式工事

大工工事

左官工事

とび・土工工事

石工事

屋根工事

電気工事

管工事

タイル工事

鋼構造物 工事

鉄筋工事

舗装工事

しゅんせつ 工事

板金工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上 工事

機械器具 設置工事

熱絶縁工事

電気通信 工事

造園工事

さく井工事

建具工事

水道施設 工事

消防施設 工事

清掃施設 工事

解体工事

合計



　　　　様式１－１０－１号　内訳②

決算期 年 月 ～ 年 月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 20

※この表における入札参加希望工種の合計と決算年度が対応する工事経歴書(様式第１-３号）の希望工種の合計額が一致すること
(１)　この表は、各営業年度の工事経歴書から記入例Ｐ５の「経審工事種類と入札参加申込業種の対応表」に対応するよう決算年度ごとに作成してください。
(２)　経営事項審査の選択（２年平均又は３年平均）に合わせ作成するものとし、２年平均の場合、完成工事高集計表①（前１年決算分）及び完成工事高集計表②（前２年決算分）作成してください。
　 　 また、３年平均の場合、完成工事高集計表①（前１年決算分）、完成工事高集計表②（前２年決算分）及び完成工事高集計表③（前３年決算分）作成してください。

水 道 施 設
工 事

合　計経審

工事種類

【申請外】法 面 処 理
工 事

下 水 道
工 事

清 掃 施 設
工 事

元請完成工事高集計表②（前２年決算分）

鋼 橋 上 部
工 事

Ｐ Ｃ 橋 上 部
工 事

し ゅ ん せ
つ 工 事

塗 装 工 事

単位：千円
入札参

加
希望工

14 15 17 18

土木一式工事

消 雪 工 事

建築一式工事

グラウト
工事

一 般 土 木
工 事

舗 装 工 事 建 築 工 事
電 気 設 備
工 事

暖 冷 房
衛 生 設 備
工 事

機械設備
工事

通信設備
工事

造 園 工 事 さく井工事

大工工事

左官工事

とび・土工工事

石工事

屋根工事

電気工事

管工事

タイル工事

鋼構造物 工事

鉄筋工事

舗装工事

しゅんせつ 工事

板金工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上 工事

機械器具 設置工事

熱絶縁工事

電気通信 工事

造園工事

さく井工事

建具工事

水道施設 工事

消防施設 工事

清掃施設 工事

解体工事

合計



　　　　様式１－１０－１号　内訳③

決算期 年 月 ～ 年 月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 20

※この表における入札参加希望工種の合計と決算年度が対応する工事経歴書(様式第１-３号）の希望工種の合計額が一致すること
(１)　この表は、各営業年度の工事経歴書から記入例Ｐ５の「経審工事種類と入札参加申込業種の対応表」に対応するよう決算年度ごとに作成してください。
(２)　経営事項審査の選択（２年平均又は３年平均）に合わせ作成するものとし、２年平均の場合、完成工事高集計表①（前１年決算分）及び完成工事高集計表②（前２年決算分）作成してください。
　 　 また、３年平均の場合、完成工事高集計表①（前１年決算分）、完成工事高集計表②（前２年決算分）及び完成工事高集計表③（前３年決算分）作成してください。

【申請外】法 面 処 理
工 事

下 水 道
工 事

清 掃 施 設
工 事

元請完成工事高集計表③（前３年決算分）

鋼 橋 上 部
工 事

Ｐ Ｃ 橋 上 部
工 事

し ゅ ん せ
つ 工 事

塗 装 工 事

単位：千円
入札参

加
希望工

14 15 17 18

機械設備
工事

通信設備
工事

造 園 工 事 さく井工事
グラウト
工事

一 般 土 木
工 事

舗 装 工 事 建 築 工 事
電 気 設 備
工 事

暖 冷 房
衛 生 設 備
工 事

水 道 施 設
工 事

合　計経審

工事種類

土木一式工事

消 雪 工 事

建築一式工事

大工工事

左官工事

とび・土工工事

石工事

屋根工事

電気工事

管工事

タイル工事

鋼構造物 工事

鉄筋工事

舗装工事

しゅんせつ 工事

板金工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上 工事

機械器具 設置工事

熱絶縁工事

造園工事

合計

水道施設 工事

消防施設 工事

清掃施設 工事

解体工事

さく井工事

建具工事

電気通信 工事



様式第１－３号 No. 1

（工事種別 ) 営業年度( 年 月 ～ 年 月）

公共 元請 工事場所の 請負代金の額

民間 下請 都道府県名  （千円）

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

ほか（

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

ほか（

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

ほか（

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

ほか（

※記載上の注意

希望する工事種別ごとに区分し、営業年度ごと別葉に消費税抜きで作成してください。
許可業種ごと代表的な工事をそれぞれ４件程度とその他の工事にまとめて記載してください。

No

1

工          事          名

）件。※５件目以降をまとめてください。

発  注  者  名
経審

工事種類

竣工（予定)年月

0

）件。※５件目以降をまとめてください。

2

3

4

0

）件。※５件目以降をまとめてください。

着 工 年 月 請負代金

0

0

）件。※５件目以降をまとめてください。

小計 （千円）

工　　事　　経　　歴　　書 　　（前１年決算分）



様式第１－３号 No. 1

（工事種別 ) 営業年度( 年 月 ～ 年 月）

公共 元請 工事場所の 請負代金の額

民間 下請 都道府県名  （千円）

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

ほか（

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

ほか（

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

ほか（

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

ほか（

※記載上の注意

希望する工事種別ごとに区分し、営業年度ごと別葉に消費税抜きで作成してください。
許可業種ごと代表的な工事をそれぞれ４件程度とその他の工事にまとめて記載してください。

工　　事　　経　　歴　　書 　　（前２年決算分）

No
経審

工事種類
発  注  者  名 工          事          名

着 工 年 月 竣工（予定)年月 請負代金

小計 （千円）

1 0

）件。※５件目以降をまとめてください。

2 0

）件。※５件目以降をまとめてください。

0

）件。※５件目以降をまとめてください。

4

3

0

）件。※５件目以降をまとめてください。



様式第１－３号 No. 1

（工事種別 ) 営業年度( 年 月 ～ 年 月）

公共 元請 工事場所の 請負代金の額

民間 下請 都道府県名  （千円）

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

ほか（

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

ほか（

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

ほか（

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

年 月 年 月

ほか（

※記載上の注意

希望する工事種別ごとに区分し、営業年度ごと別葉に消費税抜きで作成してください。
許可業種ごと代表的な工事をそれぞれ４件程度とその他の工事にまとめて記載してください。

工　　事　　経　　歴　　書 　　（前３年決算分）

No
経審

工事種類
発  注  者  名 工          事          名

着 工 年 月 竣工（予定)年月 請負代金

小計 （千円）

1 0

）件。※５件目以降をまとめてください。

2 0

）件。※５件目以降をまとめてください。

0

）件。※５件目以降をまとめてください。

4

3

0

）件。※５件目以降をまとめてください。



様式第１－４号 　  No. 1

） 令和 年 月

名    称 取得年月日 1級 受講 監理 基幹 2級 その他

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

名

※記載上の注意

希望する工事種別ごとに区分して、別葉に各１ページで作成してください。

技　　術　　者　　経　　歴　　書

職　名 氏　　　名 年齢
法 令 に よ る 免 許 等

実   務   経   歴

日現在

経験年数

※人数を入力してください。→

0 0 0 0 00計

（工事等種別
技術者区分

ほか

ver.2



債権者登録（口座振替）申 請 書

福島市長

登録分類 ←登録分類を選択してください

↑下記の１、２のいずれかの番号を選択してください。

　A通常口座：完成金などの入金を受け取る口座

　B前金口座：前払金保証契約（※）に該当する専用口座（該当がない場合は記入不要）

A ↓（選択） ↓（選択） 【記入上の注意】
銀 行

金 庫

組 合

そ の 他

本 店

支店・支所

出 張 所

本・支店（所）
コード（３桁）

普通

当座
口座番号
（７桁）

口
座
名
義
人

B ↓（選択） ↓（選択）
銀 行

金 庫

組 合

そ の 他

本 店

支店・支所

出 張 所

本・支店（所）
コード（３桁）

普通

当座

口座番号
（７桁）

口
座
名
義
人

下記のとおり申請します。今後、私への福島市の支払金は、下記の口座に振り込んでください。

〇前払金保証契約（※）に該当する
専用口座を記入してください。該
当がない場合は記入不要です。
※公共工事の前払金保証事業に関
する法律（昭和27年法律第184
号）第２条第４項に規定する保証事
業会社と締結する契約
〇その他の記入上の注意は、A通
常口座と同様です。

金融機関
コード（４桁）

預金種別（選択）

フリガナ
（半角カナ）

○口座名義人は申請者（委任して
いる場合は受任者も可）を記入し
てください。
○コード及び口座番号はそれぞれ
指定の桁数で記入してください。
例：1234→0001234
○口座名義人は、金融機関のカナ
登録内容のとおり記入してくださ
い。
例：株式会社ＭＯＭＯＲＩＮ商事　福
島営業所　所長　桃　林檎郎　⇒
ｶ)ﾓﾓﾘﾝｼﾖｳｼﾞ ﾌｸｼﾏ(ｴｲ
○カナ登録されていない内容は入
力不要です。（例の場合、所長以
降）
○スペースなども全て半角で記入
してください。

通常口座

前金口座

金
融
機
関
名

金
融
機
関
名

金融機関
コード（４桁）

預金種別（選択）

フリガナ
（半角カナ）

受任者
（契約を締結する
支店・営業所）

所在地

商号又は名称

代表者

申請者
（本店（本社））

所在地

商号又は名称

代表者

債権者情報

※公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項に規定する保証事業会
社と締結する契約

１・２

１．通常口座のみ登録 ⇒枠Ａのみ記入してください。

２．通常口座及び前金口座を登録 ⇒枠Ａ及び枠Ｂを記入してください。



様式第１－２号（建設工事）

申請者　商号又は名称（ ）

紙申請 不足 不備 備　　考

1 □ □ □

2 □ □ □

□ □ □ □ 様式１-１-１

□ □ □ □ 様式１-１-３

様式１－１０－１、１－１０－２及び内訳

5 □ □ □ □ 様式1-3

6 技術者経歴書　※工事種別ごとに作成されていますか　 □ □ □ □ 様式1-4

7 □ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

9 □ □ □ □

10 □ □ □ □

法人 □ □ □ □

個人 □ □ □ □

12 暴力団等の排除に関する誓約書はありますか □ □ □ □ 市指定様式

法人税・消費税（写し可）はありますか □ □ □ □

市税の証明（写し可）はありますか □ □ □ □

所得税・消費税（写し可）はありますか □ □ □ □

市税の証明（写し可）はありますか □ □ □ □

14 建設業法に基づく許可証明証（写し）はありますか □ □ □ □

15 □ □ □ □

16 □ □ □ □

17 □ □ □ □ 様式1-9

18 □ □ □ □

19 □ □ □ □

20 □ □ □

21 □ □ □

様式1-8
受付確認を希望しない場合、添付不要で
す。
※
受付確認を希望する→返信用封筒　２通
（認定通知書用と受付確認用）
受付確認を希望しない→返信用封筒　１
通（認定通知書用のみ）

22 □ PDF □ □ □
複数業種申請する場合は、１部のみ提出
ください。

申請書類に不足・不備があった場合は、訂正又は修正したものと併せて再度このチェックリストに該当する箇所にチェックを入れたものを
作成し、受付期間中に提出してください。

建設業許可申請様式第八号専任技術者証明書の写し
（市内業者・準市内業者のみ）

経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（写し）はあ
りますか
※有効期間内のものですか

舗装工事の施工体制状況調書（舗装工事を希望する場合）は
ありますか

「建設業新分野進出企業認定及び建設業新分野進出優良企業
表彰の認証又は表彰」を受けている場合、
「次世代育成支援に取り組む企業に対して行う認証」を取得
している場合
「障がい者雇用」がある場合その証明書がありますか
（市内業者のみ）
「新卒者雇用」がある場合その証明書類がありますか
（市内業者のみ）

８４円切手貼付返信用封筒（長３封筒）はありますか
※返信先住所・氏名は記載しましたか
  宛先は、法人の場合「御中」、個人の場合「様」まで
　明記してください。
※料金受取人払郵便の場合、有効期限が令和６年３月末ま
　であるものですか

受付確認を希望する場合
受付票は希望業種ごとに作成しましたか
８４円切手貼付返信用封筒（長３封筒）はありますか
※返信先住所・氏名は記載しましたか
  宛先は、法人の場合「御中」、個人の場合「様」まで
　明記してください。

電子入札に関するアンケート（任意）

申請書提出の際には必要な書類がそろっているか、必ず「申請者チェック」欄でチェックをし、提出してください。

組合の場合、組合員名簿が付いていますか

PDF

使用印鑑届（兼委任届）

法人

申請書の名称が商業登記簿と一致していますか

商業登記簿謄本※９月１日以降に発行されたものですか

□□

11

13

納
税
証
明
書 個人

身分証明書※９月１日以降に発行されたものですか

□□

ｴｸｾﾙ

提出書類は順番に綴じられていますか（手引きＰ１８参照）

3
建設工事(様式１-１-１～１-１-３)入札参加資格審査申請書
（日付も含め、記入もれはありませんか）

使用印鑑届の印鑑は実印が押印されていますか

印鑑証明書（写し可）は９月１日以降に発行されたものですか

債権者登録（口座振替）申請書を作成されてますか

工事経歴書
※工事種別・年次ごと(直前２年又は３年分）に作成されていますか

完成工事高集計表・元請完成工事高集計はありますか
※２年平均（計６枚）又は３年平均（計８枚）

4

※（権限を委任する場合）委任欄の記載がされていますか
8

◎入札参加資格審査申請書チェックリスト（建設工事）

番号 書　類　の　名　称
福 島 市 確 認 欄

フラットファイルＡ４Ｓ型（グレー色）は準備されていますか

申請者チェック欄

電子申請



  様式第１－９号 

        舗装工事の施工体制状況調書  

 

舗装技術に関する資格名称 種 別 人 数 登 録 者 氏 名 （ 資 格 者 証 の 写 し を 添 付 す る こ と 。 ）  

舗 装 施 工 管 理 技 術 者 
１ 級   

２  級   

舗 装 工 事 用 の 主 要 機 械 規      格 

 
所有台数 ﾘｰｽ台数  

 ◆リースの場合は、リース業 

   者名称を記入してください。 

 

   リース業者 

 

１ 敷均し機械 
  モータグレーダ 

 

        ３．１ｍ 

 

  

  モータグレーダ 

 

        ３．７ｍ 

 

  

２ 締固め機械 

  ロードローラ 

 

  ﾏｶﾀﾞﾑﾛｰﾗ  １０～１２ｔ 

 

  

  タイヤローラ 

 

               ８～２０ｔ 

 
  

 

 

 

 

 

 

 ◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  振動ローラ 

 

  搭乗式ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ型３～４ｔ 

 
  

  振動ローラ 

 

  ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式 0.8～1.1 ｔ 

 
  

  タンパー 

 

           ６０～１００kg 

 

   

   その他 

 

   

３ ｱｽﾌｧﾙ混合物 

  敷均し機械 

  ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 

 

  ｸﾛｰﾗ型       1.6～3.0 m 

 

   

福島市近郊に保有する 

アスファルト合材プラント 

 

  箇所数 

        

 

  所在地 

 

  

  ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 

 

  ﾎｲｰﾙ型       2.4～4.5 m 

 
  

  ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 

 

  ﾎｲｰﾙ型       3.0～8.5 m 

 

  

４ 水散布車 
  散水車 

 

  タンク    3,800Ｌ 

容量   3,800 L 

 

  

  散水車 

 

  タンク容量   1,880Ｌ 

 

  

５ 運搬車 

  ダンプトラック 

 

  積載           ２ｔ 

 
  

  ダンプトラック 

 

                 ４ｔ 

 
  

  ダンプトラック              ６～７ｔ 

 
  

 ダンプトラック 

 

                 ８ｔ 

 
  

 ダンプトラック                １０ｔ 

 
  

   注 令和３年１０月１日現在で記入してください。  

   注  舗装工事を申請する場合は、この調書を提出しなければなりません。 

商号又は 

名  称 



令和  年  月  日 

新 卒 者 雇 用 申 告 書 

 

住 所   

商号又は名称   

代表者職・氏名                    

 

下記のとおり新卒者を雇用していることを申告します。 

記 

 

 

 

 

（添付書類）１ 卒業証書又は卒業証明書の写し 

２ 雇用保険被保険者資格等取得確認通知書等の写し 

記入上の注意 

1. 申請年月日を記入すること。 

2. 新たに採用した新卒者の氏名にフリガナを付けること。 

3. 卒業証書又は卒業証明書の写し及び雇用保険被保険者資格等取得確認通知書等の写しを添付すること。 

１ 

氏名（フリガナ） 
(フリガナ)  

生年月日  年   月   日 
 

卒業学校区分 

（該当の□をチェック✓する） 

□ 高等学校  □ 高等専門学校    □ 大学・短期大学・大学院 

□ 専修学校・職業訓練校  

卒業年月日 年   月   日 雇用年月日 年   月   日 

２ 

氏名（フリガナ） 
(フリガナ)  

生年月日  年   月   日 
 

卒業学校区分 

（該当の□をチェック✓する） 

□ 高等学校  □ 高等専門学校    □ 大学・短期大学・大学院 

□ 専修学校・職業訓練校  

卒業年月日 年   月   日 雇用年月日 年   月   日 

３ 

氏名（フリガナ） 
(フリガナ)  

生年月日  年   月   日 
 

卒業学校区分 

（該当の□をチェック✓する） 

□ 高等学校  □ 高等専門学校    □ 大学・短期大学・大学院 

□ 専修学校・職業訓練校  

卒業年月日 年   月   日 雇用年月日 年   月   日 

４ 

氏名（フリガナ） 
(フリガナ)  

生年月日  年   月   日 
 

卒業学校区分 

（該当の□をチェック✓する） 

□ 高等学校  □ 高等専門学校    □ 大学・短期大学・大学院 

□ 専修学校・職業訓練校  

卒業年月日 年   月   日 雇用年月日 年   月   日 



令和 年 月 日

　　福　島　市　長

※　使用印鑑は「会社名」、「代表者職名」を確認できる印鑑を押印してください。

　（注）　代表者印（実印）以外の印鑑を使用して入札、見積、契約、請求等を行う場合
　　に提出してください。

私は、次の者を代理人と定め、下記のとおり権限を委任します。
令和６年４月１日から令和７年３月３１日

１　入札及び見積に関する事項 ５　その他契約締結に関する事項

２　契約の締結、変更及び解除に関する事項 ６　共同企業体の結成に関する事項

３　代金の請求及び受領に関する事項　 ７　前記各号に関する復代理人選任に関する事項

４　契約保証に関する事項

該当業種に

使 用 印 鑑 届 （ 兼 委 任 届 ）

[ 所 在 地 ]

[商号又は名称 ]申請者

～※以下権限を委任する場合のみ作成～

　入札・見積への参加、契約の締結並びに代金の請求及び受領のために、代表者印（実印）に代
えて下記の印鑑を使用したいので届けます。

記

使用印（実印と異なる場合のみ）
※権限を委任する場合、押印不要

代表者印（実印）※必須

建設工事 業務委託

[代表者職氏名 ]

物品調達

○をつけてください→

受任者印

委任期間

委任事項

受任者

[ 所 在 地 ]

[商号又は名称 ]

[代表者職氏名 ]



暴力団等の排除に関する誓約書 

 

令和  年  月  日 

 

福 島 市 長 

 

 

住所 

商号又は名称             

代表者職・氏名 

 

 

私は下記１に該当しないことを表明するとともに、将来にわたって下記２に該当する行

為をしないことを誓約します。 

この表明・誓約書が虚偽であり、又はこの表明・誓約書に反したことにより、当方が不

利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てず、なんらの賠償ないし補償を求めませ

ん。但し、貴職に損害が生じたときは、その損害を賠償します。 

また、貴職の求めに応じ、当方の役員名簿（役職名、氏名、住所、性別及び生年月日の

一覧表）を提出すること、並びにこれらの提出書類から確認できる範囲での当方の個人情

報を警察に提供し、表明・確約事項を確認することについて同意します。 

 

記 

 

1. 契約の相手方として不適当なもの 

(1)役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店若

しくは契約締結権を委任する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号。以下「暴力団対策法」という。）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員の配偶者

（暴力団員と生計を一にする配偶者で、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。以下同じ。）であると認められるとき。 

 (2)暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力

団員若しくは暴力団員の配偶者が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

(3)役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

(4)役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認めら

れるとき。 

(5)役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。 

 

2. 契約の相手方として不適当な行為をするもの 

(1) 暴力的な要求行為 

(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

(4) 偽計又は威力を用いて契約担当職員等の業務を妨害する行為 

(5) その他前各号に準ずる行為 



［申請者返却用］ 

 

様式第１－８号       令和６年度競争入札参加資格審査申請 受付票 

 

住    所  

     

商号又は名称  

代表者職氏名  

申請者氏名等 
 

 

 

 ※希望する業種を○で囲んでください。また、以前に登録のあった方は、左側の登

録番号欄に記入をしてください。 

 

 

 

 

＊ 太枠内の住所や商号等の記載事項をすべて記入してください。 

                                      
            

令和６年度競争入札参加資格審査申請 受付票 

                                               

   

          

 

 

             

            ※認定された方への認定通知書発送は、令和6年3月中旬を予定しております。 

 

新規・継続 

業者

番号 
 

建 設 工 事 業 務 委 託 物 品 調 達 

商号又は名称  

 

※太枠内の希望する業種を○で囲んでください。 

 

  建 設 工 事      業 務 委 託      物 品 調 達 

受付年月日 

受付年月日 



○電子入札に関するアンケート

２．今回申請した業種（該当する項目すべてに○を記入してください。）

建設工事

業務委託

物品調達

対応可能

対応不可

設問２．他自治体等で電子入札を行った実績はありますか。

ある →（設問３へ）

なし →（設問４へ）

設問３．それはどちらの自治体ですか。

自治体名（ ）

設問４．今後電子入札への入札参加のご予定はありますか。

1 機器をそろえており、今後参加する予定である。

2 機器はまだそろえていないが、今後参加する予定である。

3 現時点で参加の予定はない。

設問５．その他ご意見等ございましたら、ご記入ください。

当市では、令和５年度より電子入札を実施しております。そこで事業者の皆様の意見を業務計画へ
の参考とさせていただくため、下記への回答をお願いいたします。

１．商号又は名称

設問１．設計図書については現在、紙媒体で配付・貸与・閲覧といった形をとっておりますが、電子入
札の実施後には電子入札システム上でダウンロードする形（PDFなど）で行っております。そうした
場合の対応は可能ですか。


